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(57)【要約】
電気エネルギーを電気外科手術用ジェネレータから電極
とイオン化ガスの流路を介して生体組織に伝達する電気
外科手術器具が知られている。対象組織中の、所定の浅
い位置での治療を可能とするため、本発明では、接続ラ
インの先端と電極との間に所定のインピーダンスを有す
る抵抗素子を配設して、前記素子は、前記ガスのイオン
化の後に確実に治療電流が制限されるように寸法づけら
れていることを提案する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気外科手術用ＨＦジェネレータ（１）からの電気エネルギーが、接続ライン（１１，
１２）とその先端に接続された電極（１３）とを介し、更に、イオン化したガスの対象生
体組織（４）への通路又はアーク（１４）を介し、かつ、中性電極（２）を介して、前記
電気外科手術用ジェネレータ（１）に戻るように伝達するために、可撓性内視鏡（５）の
作業チャネル（６）に設けたチューブ状又はホース形状のプローブ（１０）を備え、
　所定のインピーダンスを有する抵抗素子（２０）が、前記接続ライン（１１，１２）の
先端と前記電極（１３）との間に配設され、前記素子は、前記ガスのイオン化の後に確実
に治療電流が制限されるように寸法づけられていること
　を特徴とするプラズマアプリケータ。
【請求項２】
　前記抵抗素子（２０）は、キャパシタンスを有することを特徴とする請求項１に記載の
電気外科手術用器具。
【請求項３】
　前記抵抗素子（２０）は、市販の構成要素、特に市販の抵抗体又はコンデンサとして具
現化されることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の電気外科手術用器具。
【請求項４】
　前記抵抗素子（２０）は、前記接続ライン（１２）及び／又は前記電極（１３）のセグ
メントを備えることを特徴とする請求項１乃至請求項３のうち、いずれか１に記載の電気
外科手術用器具。
【請求項５】
　前記抵抗素子（２０）は、平行に敷設された、又は撚り合わされた、又は同軸に配置さ
れた、前記接続ライン（１２）のセグメントと、前記電極（１３）へのライン（２４）と
によって、及び／又は前記電極（１３）自身とによって、形成されることを特徴とする請
求項１乃至請求項４のうち、いずれか１に記載の電気外科手術用器具。
【請求項６】
　前記セグメントは、可能な限り低いインダクタンスを有し、特にバイファイラ巻の配置
として具現化されることを特徴とする請求項１乃至請求項５のうち、いずれか１に記載の
電気外科手術用器具。
【請求項７】
　前記抵抗素子は、１０ｐＦから１，０００ｐＦの範囲のキャパシタンスを有することを
特徴とする請求項１乃至請求項６のうち、いずれか１に記載の電気外科手術用器具。
【請求項８】
　前記抵抗素子（２０）は、絶縁体及び／又は誘電体としてのセラミック材を備えること
を特徴とする請求項１乃至請求項７のうち、いずれか１に記載の電気外科手術用器具。
【請求項９】
　希ガス、特にアルゴンが、イオン化のガスとして前記電極（１３）と前記対象組織（４
）との間のチャンバ内に供給可能となるように、前記電極（１３）は、プローブ（１０）
のチューブ又はホース（９）の内部又は近傍に取り付けられることを特徴とする請求項１
乃至請求項８のうち、いずれか１に記載の電気外科手術用器具。
【請求項１０】
　前記セラミック材は、粉状であることを特徴とする請求項８に記載の電気外科手術用器
具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、観血療法、又は硬性内視鏡におけるプラズマ外科処置に使用するためのプラ
ズマアプリケータ、並びに可撓性内視鏡におけるプラズマ外科処置法に使用するプラズマ
プローブに関する。ここで、プラズマ外科処置とは、図６に概略で示すように、イオン化
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され、その結果、電気的導電性を備えたガス（プラズマ）、例えばアルゴンプラズマを使
用して高周波電気ＡＣ電流（ＨＦ電流、ＩＨＦ）を生体組織（対象組織Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）
に対して照射することにより、対象組織に対して医療的に有利な熱影響、特に不活性化効
果（Ｄ）、凝固効果（Ｃ）、乾燥効果（Ｂ）、及び／又は収縮効果（Ａ）などを、周囲の
組織（側副組織Ｇ）を必要最低限以上に損傷を与えることなく生成する高周波外科手術方
法である。イオン化電極（Ｅ）と対象組織の間のガスのイオン化は、電界の強さ（Ｆｅ）
が、関数Ｆｅ＝ＵＨＦ：ｄに相当するだけの十分な大きさの際に起こる。大気圧でのアル
ゴンのイオン化には、約５００Ｖ／ｍｍが必要である。様々なプラズマアプリケータ、又
はプラズマプローブ（Ｒ）の構造設計については、下記でより詳しく説明する。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマ外科手術法及びその使用におけるプラズマアプリケータ並びに装置は、新規の
ものではない。高周波療法又はスプレイ凝固法として知られるプラズマ外科手術法は、特
に外科手術における熱止血において５０年以上も使用されている。ここでは、プラズマは
、もっぱら空気中で生成される。すなわち、第１に酸素プラズマと窒素プラズマが生成さ
れる。両プラズマとも、化学的に非常に反応が早く、炭化効果、熱分解効果、ひいては、
組織の蒸着や組織表面上のスモークを引き起こす。これらの高周波療法又はスプレイ凝固
法の意図しない副作用により、特に内視鏡処置においてはこのプラズマ外科手術法の使用
が困難となり、避けられてきたのである。
【０００３】
　米国特許第４，０６０，０８８号の主題は、特に、高周波療法又はスプレイ凝固法の上
記副作用を回避することにある。本書は、活性電極と、処置対象組織の間の空気を化学的
不活性ガス又は希ガスと置き換えることを提案している。推奨する希ガスは、ヘリウム、
アルゴン、又はその混合ガスである。しかし、今日では、価格が比較的安いことから主に
アルゴンが使用されており、この、空気中において高周波療法又はスプレイ凝固法を区切
る方法は、約２０年、アルゴンプラズマ凝固法（ＡＰＣ）として知られている。この目的
のため、医療的に適用可能な装置が米国特許第４，７８１，１７５に提案されており、正
確には、とりわけ、熱止血用の観血療法と硬性内視鏡で使用するものである。
【０００４】
　ＡＰＣに適した装置及び方法は、１９９４年にＧ．ファリン、Ｋ．Ｅ．グランドにより
発表されている（Ｇ．ファリン、Ｋ．Ｅ．グランド「特に内視鏡の応用に関するアルゴン
プラズマ凝固法の技術」「内視鏡外科手術、及びそれに類する技術」Ｎｏ．１、第２巻、
１９９４年、７１－７７頁、及びＫ．Ｅ．グランド、Ｄ．ストレック、Ｇ．ファリン「内
視鏡アルゴンプラズマ凝固法（ＡＰＣ）」「可撓性内視鏡における初めての医療経験」。
「内視鏡外科手術及びそれに類する技術」ＮＯ．１、第２巻、１９９４年：４２－４６頁
）。可撓性内視鏡におけるＡＰＣの応用範囲は、それ以前に発表されており（Ｋ．Ｅ．グ
ランド、Ｃ．ジンデル、Ｇ．ファリン「可撓性内視鏡におけるアルゴンプラズマ凝固法」
「１６０６年の使用以降の新しい治療法の評価」。ドイツ・メディカル・ヴォヒェンスク
リフト１２２、１９７７年：４３２－４３８頁）、現在は国際基準になっており、可撓性
内視鏡だけのものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第４，０６０，０８８号明細書
【特許文献２】米国特許第４，７８１，１７５号明細書
【特許文献３】独国特許出願公開第１９８　３９　８２６号明細書
【特許文献４】欧州特許出願公開第１　１４８　７７０　Ａ２号明細書
【特許文献５】独国特許出願公開第１９８　２０　２４０号明細書
【特許文献６】独国特許発明第１０１　２９　６９９号明細書
【特許文献７】欧州特許第１　３９７　０８２号明細書
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【特許文献８】欧州特許出願公開第０　９５４　２４６　Ａ１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　　上記の文献に述べられているように、アルゴンプラズマ凝固法は、生体組織の凝固用
に使用されるだけではない。今日、この方法は、特に病的組織の熱による不活性化、及び
／又は血管並びにその周囲の組織の乾燥、ひいてはその収縮に対し、止血の目的で使用す
る。この方法の使用は、例えば、胃腸管や気管支系の粘膜などのような比較的薄い層の組
織の熱による不活性化にとって徐々に重要性を増している。また、この方法は、例えば、
経壁手術中、例えば、経胃的手術中に、病原菌が胃から腹腔へ広がることを避けるため、
組織の表面を熱消毒する際に使用する方法として徐々に重要性を増している。このような
使用法は、アルゴンプラズマ凝固法（ＡＰＣ）では、十分な定義がされていない。本発明
の主題は、生体組織の凝固法だけに限らず、また、アルゴンガスだけに限るものではない
ので、下記においては、この方法をよりわかりやすく「プラズマ外科手術法」と呼ぶこと
にする。
【０００７】
　　しかし、今日、プラズマ外科手術法の応用が広範囲に亘るため、この目的で使用する
装置の特性に対し、特に、対象組織に対する意図した熱影響の再現性と、高周波療法又は
スプレイ凝固法を使用したときに起き得る対象組織と周囲の組織の両方に対する意図しな
い熱影響の回避において、様々な応用別の要件を課している。特に、プラズマ外科手術法
を胃腸管又は気管支系の薄壁中空器官に使用する場合がそうである。（これについては、
Ｇ．ファリン、Ｋ．Ｅ．グランド「特に結腸内視術に関する電気外科手術、レーザ、及び
アルゴンプラズマ凝固法の原理」、結腸内視術、原理と実践、Ｊ．Ｄ．ウェイ、Ｄ．Ｋ．
レックス及びＣ．Ｂ．ウィリアムス、ブラックウェル出版 ２００３年：３９３－４０９
頁参照。）
【０００８】
　　医療用、特に、プラズマ外科処置及び内視鏡制御処置におけるプラズマアプリケータ
の種類の範囲は非常に広い。それぞれの対象器官又は治療対象組織へのアクセスに関する
限り、これまで利用可能であったプラズマアプリケータは、観血療法に使用されるものと
、硬性内視鏡用に使用されるものと、そして可撓性内視鏡用に使用されるものと、の間で
差別化することができた。これらの異なるプラズマアプリケータの基本的構造と機能は、
例えば、Ｇ．ファリン、Ｋ．Ｅ．グランド、「特に内視鏡の応用、内視鏡外科手術、及び
それに類似した技術に関するアルゴンプラズマ凝固法の技術」ティエム ヴェルラグ、シ
ュトゥットゥガルド、Ｎｏ．１、第２巻、１９９４年：７１－７７頁より周知である。
【０００９】
　　プラズマ外科手術用の、また、より正確には、内視鏡制御処置用の構成を図７に示す
。この種の構成は、通常、一方が中性電極２に接続され、他方が外科手術器具、この場合
はプローブ１０（又は、図示しないその放電電極）に接続された外科手術用高周波（ＨＦ
）ジェネレータ１を備える。プローブ１０は、内視鏡５の作業チャネル６のうちの１つに
挿入されている。アルゴン（又は他の希ガス）が希ガス供給源７からプローブ１０のルー
メンに供給される。中性電極２は、患者の広い領域上に戴置され、よって、患者の生体組
織３と接触する。このように、操者は、図６に関してすでに説明したような所望の効果を
達成するため、アルゴンプラズマによって対象組織４を治療することができる。
【００１０】
　　プラズマ外科手術で利用可能なＨＦジェネレータは、その内部抵抗によって差別化す
ることができる。内部抵抗の高いＨＦジェネレータは、特に、熱影響の浸透深度が浅いほ
うが都合がよいとされる表面的な病変の治療に適している。内部抵抗の低いＨＦジェネレ
ータは、特に、熱影響の浸透深度が深いほうが都合がよいとされる重厚な病変に適してい
る。ＤＥ　１９８　３９　８２６は、内部抵抗を高と低の間で調整可能とするＨＦジェネ
レータについて述べている。
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【００１１】
　　熱影響の浸透深度が浅いほうが都合がよい、又は、むしろ条件とされる、表面的は病
変の治療は、内部抵抗が低いＨＦジェネレータと周知のプラズマアプリケータでは熱影響
の浸透深度を、主に操者が照射の長さによって制御しなければならないという点で問題が
ある。プラズマ照射の開始時における熱影響の浸透率は、比較的速く、最大可能浸透深度
に達するまでの間に徐々に落ちていくため、表面的な病変では、熱影響の浸透深度を浅く
且つ均等に保つことが困難、又はまったく不可能である。熱影響の浸透率は、プラズマを
通して流れる電力又はＨＦ電流を変えることによって変動させることができるが（これは
、ＨＦ電圧、又はＨＦ電流のパルス変調により、ガスをイオン化するのに必要な高ＨＦ電
圧を考慮することによって、周知のＨＦジェネレータを使用して、達成可能である）、パ
ルス変調は、映像内視鏡からの映像信号と干渉する可能性があり、また、神経筋の刺激を
引き起こす可能性もあり、特に後者は、１ｋＨｚを下回る変調周波数で起こる。さらに、
表面的な病変の治療において、内部抵抗が低いＨＦジェネレータを使用する際のもう一つ
の問題は、一方では、イオン化に必要なＨＦ電圧が高いためにプラズマの温度が非常に高
く、他方では、ＨＦジェネレータの内部抵抗が低く、プラズマ経路の電気抵抗が低いため
、プラズマ経路のＨＦ電流密度が非常に高くなり、その結果、この方法においては破壊的
な炭化や熱分解効果を引き起こすような高温となる可能性があるということである。
【００１２】
　　内部抵抗の高いＨＦジェネレータは、内視鏡手術や内視鏡処置においては、都合が悪
い、又はまったく使用不可能である。なぜなら、いわゆる活性ＨＦラインと中性ＨＦライ
ンと、の間の漂遊キャパシタンスにより、ＨＦジェネレータからイオン化電極に至るガス
のイオン化に必要なイオン化電極と対象組織の間の高ＨＦ電圧の伝達が不適当又は不可能
だからである。これは、特に、可撓性内視鏡の場合に周知である。
【００１３】
　　ＤＥ　１９８　３９　８２６によるＨＦジェネレータは、これまで利用不可能であっ
た。
【００１４】
　　ＥＰ　１　１４８　７７０　Ａ２では、通常設けられている中性電極のいずれも使用
しない、本発明によるプラズマアプリケータとは異なる原理によって作用するプラズマ外
科手術法のプラズマアプリケータについて述べている。ここで設けられているＨＦジェネ
レータは、おそらく、共振送信機であり、ＨＦ電流が「患者の表面から地面までの誘電変
位電流」として流れる。これにより、外科用コールドプラズマ噴射装置で、可能であれば
酸素包含による炭化又は燃焼生成物なしに、痂皮形成が誘発されると考えられる。
【００１５】
　　この目的を達成するため、本明細書は、電気回路に直列で接続される装置のハンドピ
ースにコンデンサを設けることを提案している。このコンデンサの位置は固定されている
。例えば、ハンドピースと電極との間にラインが設けられていたとしても、本明細書によ
ると、コンデンサがハンドピース内に残る。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記の従来の技術に基づき、本発明の目的は、高い安全性を保ちながら、低価格で十分
な浅さの浸透深度を達成可能とするという趣旨のもとに序文で述べたタイプの電気外科手
術用器具を開示することにある。
【００１７】
　この目的は、請求項１に記載の、電気外科用手術器具によって達成される。
【００１８】
　特に、この目的は、電気外科手術用ＨＦジェネレータからの電気エネルギーを、接続ラ
インとその先端に接続された電極とを介し、更に、イオン化したガスの流路を介して、対
象生体組織内へ伝達する電気外科手術用器具によって達成される。前記接続ラインの先端
と前記電極との間に、所定のインピーダンスを有する抵抗素子が配設され、前記素子は、
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前記ガスのイオン化の後に確実に治療電流が制限されるように寸法づけられている。
【００１９】
　よって、本発明の本質的な点は、ジェネレータと、電極までのすべてのリード線を含む
装置全体を「ジェネレータ全体」と考え、その内部抵抗を、抵抗体素子によって決定する
という点にある。この抵抗素子は、意図する浸透深度に対する要件によって選択可能であ
り、あるいは、異なる浸透深度に対し、異なる器具を提供することも可能である。治療時
間ももちろん重要ではあるが、高電流が流れる可能性のあるアークの「点火」後の短い瞬
間という重要な段階において、不活性化することができる。
【００２０】
　前記抵抗素子は、所望の電流制限が確保できるオーム抵抗でよい。しかし、前記抵抗素
子は、キャパシタンスとして具現化するか、又は、ここで必要な絶縁耐力を有するキャパ
シタンスを有するのが好ましい。この場合、大きな利点は、このキャパシタンスは、広域
フィルタを生成するので、電流の低周波数部分が減衰されるという点である。これにより
、（今日では、通常、内視鏡に使用されるような）映像システムへの干渉が大幅に低減さ
れ、低周波数で起きうる神経筋刺激を回避することができる。
【００２１】
　十分な大きさを有するプラズマアプリケータの場合、容量抵抗は、市販の部品、例えば
耐高電圧性を有するセラミックコンデンサによって実現可能である。しかし、（図７で説
明するような）硬性又は可撓性の内視鏡の狭い器具チャネルによって実現されるプラズマ
アプリケータ、例えば、ＤＥ　１９８　２０　２４０、又はＤＥ　１０１　２９　６９９
、あるいはＥＰ　１　３９７　０８２による外径が２～３．５ｍｍのプラズマアプリケー
タ、又はいわゆるアルゴンプラズマ凝固プローブ法（ＡＰＣプローブ）の場合など、これ
ら容量抵抗は、開発、又はこれらプラズマアプリケータのＡＰＣプローブの先端の設計を
それに適した設計とすることによって特殊な構造によって実現しなければならない。
【００２２】
　今まで、これらのいわゆるＡＰＣプローブは、あきらかにアルゴンだけでなく、また、
凝固法においてだけでなく、他のガス又は混合ガス、そして、他の熱影響、そして任意で
他の専門分野においても使用することができるため、下記では、これらプラズマアプリケ
ータを一般的にプラズマプローブ（Ｐプローブ）と称する。
【００２３】
　好ましい実施形態によると、前記抵抗素子は、前記接続ライン及び／又は前記電極のセ
グメントを備え、例えば、これらの構成要素のセグメントは、オーム抵抗の形成又は（任
意で付加的に）キャパシタンスの形成のいずれかに使用される。これらは、例えば、抵抗
素子を、接続ラインに設けた、互いに電気的に絶縁され、平行に敷設した、あるいは撚り
合わせた、又は同軸に配置したセグメント及び／又は電極への供給ライン及び／又は電極
によって形成することにより実現できる。この種の構造は、比較的単純である。この場合
、バイファイラ巻のライン配置にした場合起こり得るようなインダクタンスの形成を確実
に防ぐ必要がある。
【００２４】
　好ましくは、前記抵抗素子は、１０ｐＦから約１，０００ｐＦの範囲のキャパシタンス
を有する。これは、高周波外科手術で通常使用される周波数において、確実に所望の比較
的浅い浸透深度を実現できる電流を発生させるキャパシタンスの範囲である。
【００２５】
　キャパシタンスを生成するために使用する誘電体は、可能な限り高い誘電率を有してい
なければならない。これに適しているのは、プラスチックだけでなく、とりわけ絶縁体及
び／又は誘電体として紹介しているセラミック材である。これは、剛性のセラミック材で
も、あるいは（より高い可撓性が必要ならば）粉状のセラミック材でもよい。
【００２６】
　上記の総ての点は、「保護ガス」を使用しない電気外科手術装置にも適用可能であるが
、保護ガス、希ガス（特にアルゴン）を使用するのが好ましい。ここで、電極は、チュー
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ブ、ホース又はプローブの中又は近傍に設けており、イオン化するガスとして、希ガス、
特にアルゴンガスを電極と対象組織の間のチャンバに供給できるように位置させている。
これによる利点については、すでに説明した。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】図１は、電気外科手術器具の一実施形態を示す略図である。
【図２】図２は、容量素子として具現化された抵抗素子とそれに付随する電極を示す略図
である。
【図３】図３は、容量素子として具現化された抵抗素子とそれに付随する電極を示す略図
である。
【図４】図４は、容量素子として具現化された抵抗素子とそれに付随する電極を示す略図
である。
【図５】図５は、容量素子として具現化された抵抗素子とそれに付随する電極を示す略図
である。
【図６】図６は、序文で説明した、アルゴンプラズマ凝固法の工程を説明するための図で
ある。
【図７】図７は、ＡＰＣによる、組織の内視鏡治療用装置全体を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　次に図面に基づき本発明を説明する。
下記の説明において、同じ参照符号は、同じ部品、又は同様の機能を有する部品を示す。
【００２９】
　図１は、装置を非常に大まかに示したものであり、原則的に図７に示すものに相当する
。図７に示す内視鏡は、本装置では示されていない。しかし、この種の装置は、内視鏡を
必要としない観血療法にも使用可能であるということは覚えておきたい。
【００３０】
　図１に示すように、電圧Ｕ０の電圧源と、抵抗値Ｒｉの内部抵抗８とを有する高周波ジ
ェネレータが設けられている。よって、ジェネレータ１からの出力の出力電流がＩＨＦ１

のとき、ジェネレータ１の出力端子における電圧Ｕ１は
　　　　　　　Ｕ１＝Ｕ０－Ｒi＊ＩＨＦ１

となる。ジェネレータは、供給ライン１１を介して、プローブ１０のホース内に配置され
たプローブ供給ライン１２に接続される。プローブライン１２は、その先端が抵抗素子２
０と電極供給ライン２４を介して電極１３に接続されている。アルゴンガスがプローブ１
０のホースを通って導かれ、プローブ１０の先端と生体組織３との間のチャンバがアルゴ
ンガスで充填される。すなわち、そこに通常存在する空気は追い出される。電極１３の先
端と生体組織３との間の電圧の高さが十分であれば、このチャンバ内の、電極１３と生体
組織３との間のガス（アルゴン）がイオン化され、アーク１４が形成される。そして、電
流ＩＨＦ４が対象組織４と生体組織３を通って中性電極２まで流れる。
【００３１】
　供給ライン１１は、通常、単極線として実施される。さらに、中性電極２は、周囲の電
位と同じであり（任意で設けた内視鏡がそうであるように）、供給ライン１１と周囲との
間には比較的高い漂遊キャパシタンス１５が、そして、プローブライン１２と周囲との間
には漂遊キャパシタンス１６がある。電流ＩＨＦ２又はＩＨＦ３が漂遊キャパシタンス１
５、１６を通って流れる。この漂遊キャパシタンスにより、電極１３と対象組織４との間
で使用する電圧（Ｕｚ）が降下し、アーク１４の点火の前にプラズマが点火する。
　　　　　　　Ｕｚ＝Ｕ０－ＲＩ（ＩＨＦ２＋ＩＨＦ３）
　電極１３と対象組織４との間の距離を可能な限り大きく保ちながら確実にプラズマ１４
を点火させるには、内部抵抗８の値ＲＩが低い方が有利である。一方、非常に抵抗が低い
アーク１４の点火時、そして、対象組織４と中性電極２の間の抵抗も比較的小さいため、
非常に高い電流ＩＨＦ４が流れ、短時間で対象組織４は、比較的深い位置まで影響を受け
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る。ここで、抵抗２０が（高損失）ライン１１，１２の先端と電極１３の間に配設されて
いるため、例え電極１３で高い点火電圧が得られても、アーク１４の点火に続いて高い電
圧降下が起き、電流ＩＨＦ４を制限することができる。この種の電流の制限は、抵抗素子
２０をこの位置に置いたときにのみに可能となる。しかし、抵抗素子２０は、必ずしも局
所的に制限された抵抗素子でなくてもよいことを強調しておく。この抵抗素子２０は、別
の方法として、電極１３の先端まで、ある程度の長さ延長させることも可能である。
【００３２】
　次に、図２乃至図５を参照しながら、抵抗素子の別の実施の形態を説明する。
【００３３】
　図２に示す実施形態では、プローブライン１２の先端に絶縁材２２で絶縁されたプロー
ブ導線２１が設けられている。プローブライン１２の先端に平行に、電極１３に接続され
絶縁体２２’を備えた電極供給ライン２４が配設されている。この２本の線１２／２４を
平行に敷設することにより、抵抗素子２０として機能するキャパシタンスが形成される。
【００３４】
　図３に示す実施形態は、プローブ導線２１の先端と電極供給ライン２４の先端の両方が
共通の絶縁材２２の中に埋め込まれている点が図２に示すものとは異なる。
【００３５】
　さらに、電極供給線２４は、バイファイラ巻の実施形態であるため、形成される如何な
るラインのインダクタンスも補正される。このような場合、小型の設計で可能な最大のキ
ャパシタンスを得るためには、絶縁材としてセラミック材が適している（固体セラミック
又は粉状セラミックの形態）。
【００３６】
　図４に示す実施形態では、キャパシタンスが上がっており、電極供給ライン２４がプロ
ーブ供給ライン１２の端部の周りに巻きつけられている。ここでも、インダクタンスを避
けるため、バイファイラ巻の配置を選ぶことが可能である。
【００３７】
　図５に示す構成では、電極供給ライン２４がプローブライン１２の先端を囲み、前記プ
ローブラインでキャパシタンスを形成するスリーブとして実施されている。この場合、電
極は、接続点２５を介してスリーブ型の電極供給ライン２４と導電接続されている。寸法
は、図４に示すものとも類似しており、アルゴンガスの供給がスリーブ型電極供給ライン
２４を介して流れるのではなく、それを超えてプローブ１０のホース９内に流れ込む。
【００３８】
　すべての構成において、適した絶縁を施して、ラインによって形成された要素の間に破
壊的な放電が起きないようにすることが重要である。また、ラインをプローブ１０用のガ
スラインを形成するホース９の壁の中に埋め込むことも可能である。ここでは、例えば、
ＥＰ　０　９５４　２４６　Ａ１に述べられているように、内視鏡５の作業チャネル６を
ガスラインとして使用してもよい。
【００３９】
　ライン間のキャパシタンスを決定する物理的なパラメータについては、関連する専門家
の文献に詳しく説明されており、当業者にとっては周知の事実である。
【００４０】
　ガス排出口の配置及び形状は、例示した実施形態に示すもののような軸方向に限らず、
ＤＥ　１９８　２０　２４０　Ａ１又はＤＥ　１０１　２９　６９９　Ａ１に例示するよ
うに別の配置でもよい。
【００４１】
　プラズマを流れるＨＦ電流の振幅の制限は、対象組織における熱影響の浸透深度の制限
を制御するためだけでなく、例えば、特に、ＤＥ　１０１　２９　６９９によるプラズマ
プローブの場合など、プラズマがプラスチックに直接接触した時に、プラズマの温度が過
度に上昇しないように防ぎ、ひいては、対象組織の炭化や熱分解を回避でき、プラズマプ
ローブの先端への過度の熱負荷を回避でき、また、映像システムや神経筋刺激との干渉を
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防ぐことができるなど、他の利点もいくつかある。本発明のプラズマプローブを使用する
と、イオン化電極の前の容量抵抗によって、神経筋刺激が回避できる。特にこの容量抵抗
は、低周波数電流を防止するからである。
【符号の説明】
【００４２】
１　　ＨＦジェネレータ
２　　中性電極
３　　生体組織
４　　対象組織
５　　内視鏡
６　　作業チャネル
７　　希ガス源
８　　内部抵抗
９　　ホース
１０　プローブ
１１　供給ライン
１２　プローブライン
１３　電極
１４　アーク
１５　漂遊キャパシタンス
１６　漂遊キャパシタンス
２０　抵抗素子
２１　プローブ導電ワイヤ
２２　絶縁材
２４　電極供給ライン
２５　接続点
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